
滋
賀
銀
行
の
確
定
給
付

企
業
年
金
は
基
金
の
代
行

部
分
を
返
上
し
て
設
立
さ

れ
て
お
り
、
「
旧
厚
生
年

金
基
金
の
基
本
プ
ラ
ス
ア

ル
フ
ァ
部
分
」
を
経
過
措

置
的
な
給
付
と
し
て
「
第

五
標
準
年
金
」
と
し
て
給

付
さ
れ
て
い
ま
す
。
こ
の

経
過
措
置
的
な
給
付
は
、

少
額
の
給
付
で
あ
る
こ
と

か
ら
一
般
に
「
薄
皮
部
分
」

と
呼
ば
れ
て
い
ま
す
。

給
付
対
象
は
、
二
〇
〇

四
年
三
月
以
前
に
入
行
し

て
い
た
行
員
、
専
任
行
員
、

庶
務
行
員
、
嘱
託
、
レ
ギ
ュ

ラ
ー
パ
ー
ト
に
限
ら
れ
て

い
ま
す
。
薄
皮
部
分
は
少

額
の
給
付
で
あ
る
こ
と
か

ら
「
現
況
確
認
届
の
提
出
」

や
「
死
亡
時
の
戸
籍
謄
本

の
提
出
」
と
い
っ
た
受
給

者
に
は
相
応
の
負
担
が
あ
り
、
受
給

者
や
受
給
者
の
遺
族
か
ら
苦
情
や
意

見
が
寄
せ
ら
れ
、
銀
行
は
か
ね
て
問

題
意
識
を
持
っ
て
い
ま
し
た
。

今
回
、
厚
生
労
働
省
よ
り
、
整
理

を
認
め
る
趣
旨
の
新
た
な
見
解
が
示

さ
れ
ま
し
た
。
銀
行
は
見
解
の
内
容

を
精
査
し
、
薄
皮
部
分
を
整
理
す
べ

き
と
判
断
、
提
案
と
な
っ
た
も
の
で

す
。今

回
の
改
正
案
で
退
職
し
た
受
給

者
は
、

●
現
状
の
終
身
年
金
は
そ
の
ま
ま
残

し
、
新
た
に
「
５
年
確
定
年
金
」
を

選
択
で
き
る
よ
う
に
す
る
。

●
さ
ら
に
５
年
確
定
年
金
を
選
択
し

た
場
合
は
、
年
金
現
金
相
当
額
を
一

時
金
と
し
て
受
給
で
き
る
仕
組
み
と

し
、
年
金
受
給
に
メ
リ
ッ
ト
を
感
じ

て
い
な
い
受
給
者
の
ニ
ー
ズ
に
応
え

ら
れ
る
よ
う
に
す
る
。

●
受
給
者
に
と
っ
て
は
選
択
肢
が
増

え
る
だ
け
な
の
で
不
利
益
は
一
切
発

生
し
な
い
。

と
し
て
い
ま
す
。

ま
た
、
加
入
者
（
在
籍
者
）
は
、

５
年
確
定
年
金
に
改
正
。
厚
生
年
金

標
準
報
酬
月
額
の
最
高
額
を
基
準
と

す
る
定
額
制
度
と
し
て
対
象
者
全
員

の
給
付
額
を
増
加
さ
せ
、
今
後
の

「
年
金
空
白
期
間
（
60
才
～
65
才
）

に
全
給
付
を
集
中
さ
せ
る
内
容
と
な
っ

て
い
ま
す
。
（
一
時
金
選
択
は
従
来

と
同
じ
で
60
才
裁
定
時
の
み
可
能
）

銀
行
は
、
「
受
給
者
に
と
っ
て
利

便
性
の
高
い
制
度
に
、
加
入
者
に
は

計
算
基
準
を
一
律
最
高
額
に
引
き
上

げ
、
受
給
者
・
加
入
者
に
と
っ
て
よ

り
良
い
制
度
に
改
正
し
た
」
と
説
明

し
ま
し
た
。
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第５標準年金制度
（薄皮部分）改正で

昨
年
12
月
5
日

滋
賀
銀
行
が
滋
賀
銀
行
従
業
員
組
合
に
提

案
さ
れ
た
（
11
月
９
日
付
）
「
滋
賀
銀
行
企
業
年
金
規
約
の
一

部
改
正
」
に
つ
い
て
、
銀
行
側
は
常
務
以
下
団
交
メ
ン
バ
ー
で
、

従
業
員
組
合
は
中
島
委
員
長
、
和
田
年
金
者
部
会
長
、
谷
事
務

局
長
お
よ
び
四
名
の
世
話
人
が
参
加
し
説
明
を
受
け
ま
し
た
。

な
お
従
組
は
12
月
20
日
に
改
正
に
つ
い
て
妥
結
し
ま
し
た
。

説明を聞く中島委員長と年金者部会の世話人



公
的
年
金
額
は
、
物

価
や
賃
金
の
変
動
に
応

じ
て
変
わ
る
仕
組
み
で

す
。し

か
し
、
二
〇
〇
〇

年
度
以
降
は
、
特
例
と

し
て
、
年
に
よ
っ
て
は
、

物
価
が
下
が
っ
て
も
年

金
額
を
据
え
置
い
た
り
、

引
き
下
げ
幅
を
小
さ
く

し
た
り
し
ま
し
た
。
年

金
生
活
者
の
生
活
が
大

変
だ
と
い
う
、
国
民
の

批
判
を
受
け
た
も
の
で

す
。今

回
、
民
社
党
政
権

は
こ
の
特
例
を
廃
止
し
、

年
金
額
を
２
・
５
％
引

き
下
げ
る
法
案
を
通
常

国
会
に
提
出
す
る
と
い

う
の
で
す
。

し
か
し
、
年
金
は
今

で
も
低
す
ぎ
る
の
が
実

態
で
す
。
厚
生
労
働
省

は
、
現
役
世
代
と
の
負

担
の｢

公
平｣

を
理
由
に
あ
げ
て
い
ま

す
が
、
高
齢
者
を
抱
え
る
現
役
世
代

も
大
変
で
す
。
現
役
世
代
自
身
も
、

年
を
取
れ
ば
同
じ
よ
う
に
大
変
に
な

り
ま
す
。
し
か
も
、
年
金
額
引
き
下

げ
は
、
東
日
本
大
震
災
の
被
災
者
も

対
象
に
な
り
ま
す
。

年
金
額
を
左
右
す
る｢

物
価｣

に
も

問
題
が
あ
り
ま
す
。
総
務
省
の
消
費

者
物
価
指
数
（
10
月
分
）
は
、
前
年

同
月
比
で
０
・
２
％
下
が
り
ま
し
た
。

主
な
要
因
は
、
テ
レ
ビ
（
マ
イ
ナ
ス

26
・
３
％
）
、
ノ
ー
ト
パ
ソ
コ
ン

（
マ
イ
ナ
ス
26
・
７
％
）
な
ど
で
す
。

一
方
、
電
気
代
（
プ
ラ
ス
４
・
８

％
）
ガ
ス
代
（
プ
ラ
ス
３
・
８
％
）

な
ど
は
上
が
っ
て
い
ま
す
。

さ
ら
に
、
所
得
税
、
住
民
税
、
国

民
健
康
保
険
料
（
税
）
、
後
期
高
齢

者
医
療
保
険
料
、
介
護
保
険
料
な
ど

は
、
い
く
ら
負
担
が
増
え
て
も
消
費

者
物
価
指
数
の
対
象
外
で
す
。

税
や
保
険
料
、
公
共
料
金
な
ど
の

値
上
げ
に
悲
鳴
を
あ
げ
る
高
齢
者
。

そ
の
生
活
実
態
と
は
か
け
離
れ
た｢

物

価
下
落｣

を
理
由
に
、
年
金
額
を
引
き

下
げ
よ
う
と
し
て
い
る
の
で
す
。

日
本
年
金
者
組
合
は
、
高
齢
者
の

生
活
実
態
と
か
け
離
れ
た｢

物
価
下
落｣

を
理
由
に
年
金
額
を
引
き
下
げ
る
の

は
高
齢
者
の
生
活
を
破
壊
す
る
と
し

て
野
田
内
閣
に
抗
議
の
申
し
入
れ
を

し
ま
し
た
。

昨
年
12
月
の
企
業
年
金
規
約
改
正
の

提
案
説
明
で
「
滋
賀
銀
行
が
運
営
主

体
の
第
２
Ｂ
グ
ル
ー
プ
保
険
を
地
銀

協
グ
ル
ー
プ
保
険
に
統
合
し
た
い
」

と
提
案
が
あ
り
ま
し
た
。

加
入
者
に
は
、
条
件
が
良
く
な
る

統
合
の
提
案
で
、
従
組
は
妥
結
し
ま

し
た
。

良
く
な
る
条
件
は
、
●
定
年
退
職

後
の
取
扱
で
、
継
続
可
能
が
70
才
ま

で
で
あ
っ
た
も
の
が
75
才
ま
で
継
続

可
能
と
な
る
こ
と
。
●
保
険
金
額
の

上
限
が
本
人
で
四
千
万
円
に
、
配
偶

者
も
一
千
万
円
に
、
こ
ど
も
も
加
入

対
象
に
。
●
医
療
保
険
制
度
で
三
大

疾
病
保
険
制
度
が
あ
る
。
●
保
険
料

が
一
律
か
ら
年
令
・
性
別
に
よ
る
年

令
群
団
別
保
険
料
率
が
適
用
さ
れ
、

多
く
の
年
令
群
で
下
が
る
。
な
ど
で

す
。
対
象
者
に
は
昨
年
12
月
に
通
知

が
届
い
て
い
ま
す

昨
年
11
月
15
日

第
１
回
世
話

人
会
を
開
催
。
今
年
の
行
事
と
し

て
６
月
２
日
（
土
）
に
グ
ラ
ン
ド

ゴ
ル
フ
大
会
を
開
き
、
部
会
員
相

互
の
懇
親
を
は
か
り
、
有
意
義
な

一
日
を
送
り
た
い
と
計
画
し
ま
し

た
。
今
か
ら
計
画
に
入
れ
て
頂
き

多
く
の
会
員
の
参
加
を
期
待
し
て

い
ま
す
。
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「特例水準」廃止表明に抗議し撤回を求める声明

23 日、小宮山厚生労働大臣は、政府の行政刷新会議で年金の「特例水準」を

2012 年度から3 年間かけて段階的に廃止すると表明しました。廃止は、高齢者

の生活実態を無視した暴挙であり断じて容認できるものではありません。強く

抗議し撤回を求めるものです。

当時の自民党政権は、物価指数の低下を理由とした年金引き下げを2000 年度

から3 年間（合計1.7％）、高齢者の生活実態と経済への悪影響に配慮して保留

しました。政府は、その年金を「特例水準」の年金としています。その後の賃

金低下のなかで1.7％が2.5％に拡大しているとされています。

今日、高齢者の生活実態も国内経済の状態も当時と比べられないほどその深

刻さを深めています。にわかにこれを廃止する理由はありません。また、正常

な経済運営で賃金が上昇し、それに伴い物価水準が正常に推移すれば自然に解

消しているものです。

さらには、物価統計には、高騰を続ける医療・介護保険料などが含まれず、

高齢者の生活にかかわりの薄いＩＴ機器などの工業製品の値下がりが指数を引

き下げているのです。これを理由とする年金引き下げは、実際の物価を反映し

ない年金引き下げに繋がります。

今高齢者は、「本来の年金より2.5％高い年金を受け取っている」とは誰も考

えてはいません。10 年間の経過の中で完全に定着しているのです。これは、も

はや時効消滅したものと考えるのが自然です。

よって私たちは、「特例水準」の廃止は、絶対に容認できず、厚生労働大臣の

廃止表明の撤回を重ねて求めるものです。

2011 年11 月24 日

全日本年金者組合

中央執行委員長 篠塚多助

野
田
内
閣
が
２
０
１
２
年
度
予
算
案
を
閣
議
決
定
。
本
年
度
か

ら
段
階
的
に
年
金
額
を
２
・
５
％
引
き
下
げ
よ
う
と
し
て
い
ま

す
。｢

本
来
の
年
金
額
よ
り
高
い｣

と
い
う
の
で
す
。
今
年
は
10
月

か
ら
０
・
９
％
引
き
下
げ
ま
す
。
こ
れ
に
は
高
齢
者
の
生
活
実

態
に
合
わ
な
い
カ
ラ
ク
リ
が
あ
り
ま
す
。

さ
ら
に
、
６
月
か
ら
２
０
１
１
年
の
物
価
指
数
下
落
分
０
・

３
％
、
計
１
・
２
％
も
今
年
の
年
金
額
を
引
き
下
げ
ま
す
。

第
２
Ｂ
グ
ル
ー
プ
保
険
を

地
銀
協
グ
ル
ー
プ
保
険
に
統
合

ＮＨＫの世論調査(12月９～

11日実施）では、年金額の

2.5％引き下げについて「賛成」

23％、「反対」47％、「ど

ちらともいえない」25％でし

た。

引き下げ反対 47 %

ＮＨＫ世論調査

六
月
二
日
（
土
）

グ
ラ
ン
ド
ゴ
ル
フ
大
会

大
津
大
石
グ
ラ
ン
ド

2011年度からニュースを

２ヶ月に１回のペースで私

と谷事務局長とで受け持

つことになりました。

楽しい紙面になるよう

にみなさんからのご意見

をお願いします。(三橋）

編集後記


